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成分を解釈する際に重要となる資金循環統計の金融資産
残高の内容について，家計部門のデータへの影響を検討
してきた。今後の課題として，改定された08SNA ベース
のデータを用いて，実証分析をおこなうことがあげられ
る。現時点では新統計は2005年までしか遡及できない
が，可能な限りさらに遡及できる期間が伸長されること
も期待したい。�［34］

特性モデルによる分析では，各金融資産の収益率を用

いて実質残高を計算して主成分分析をおこなっている。
したがって，各種金融資産の収益率データも重要なデー
タである。本稿では，名目残高についてのみ検討した。
収益率データについては，稿を改めて検討することにし
たい。
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長い期間のデータを確保したい理由の１つである。

表７　金融資産残高シェアの差（08SNA−93SNA）

出所）日本銀行『資金循環統計』

� 1中村学園大学・中村学園大学短期大学部　研究紀要　第49号　2017

１．はじめに

中村学園大学短期大学部キャリア開発学科（以下，「本
学科」という）では，平成19年度よりインターンシップ
を実施している。平成23年度までの５年間は定員制（50
名）の選択科目であり，春季のみで実施していた。しか
し，学生アンケートや実習後のフィードバック面談で，
学生に働くことに対する「気づき」があることや，実習
後の勉学や就職活動に対する積極性がさらに向上してい
ることが分かり（資料２），１年間の試行期間を経て，平
成25年度より必修科目としている。

平成25年度の「キャリア意識尺度」（安達，2004）と
「CDDQ-R（Career�Dicision-Making�Difficulty�Question-
naire-revised，進路選択の困難さに関する質問紙）」（若
松，2001）のアンケート調査（手嶋康則他，2015）で
は，インターンシップは進路選択の際に感じる困難さを
軽減する効果があること，夏季実習生の就職未決定者は
進路選択に対して困難さを感じているのに対し，春季実
習生の就職未決定者は進路選択に対する困難さを決定者
より感じていないにも関わらず受け身の姿勢が最も強い
ことなどが分かった。インターンシップの効果をさらに
検証するため，本稿ではインターンシップの実習前後に
行っている学生の社会人基礎力の自己評価をもとに，①
夏季実習生と春季実習生の自己評価の差，②早期（９月
30日時点）での内定の有無による自己評価の差，③どの
ような因子が内定状況にかかわっているのかを考察する。
また，インターンシップが短期大学生の社会人基礎力育
成に果たす効果と課題を明らかにするものである。

２．インターンシップの現状

経済産業省の平成24年度産業経済研究委託事業「産学
連携によるインターンシップのあり方に関する調査」に
よると，我が国では教育効果の高いインターンシップの
普及が，量的にも質的にも不十分であることが課題とし
てあげられている。

量的普及が不十分な要因としては，①大学単位での普及
率は約７割と高いが，学生別でみた場合の参加率は低い�［1］，
②大企業アンケートでは，人事担当者はキャリアガイダン
スとしての教育効果を認識しているが，負担に対するメ
リットが不明瞭で，積極的に取り組んでいる企業は少な
い，③地域の中小企業ではインターンシップ＝負担という
認識で受け入れを躊躇するケースも少なくない，④イン
ターンシップのポジションの数は限られており，実際にイ
ンターンシップを希望しても受け入れてもらえない学生が
多く存在する（特にトップ校以外の学生），⑤今後，普及・
推進の取り組みにより参加率が高まっていくと，さらにそ
うした状況が加速すると予想される（英国では就職難とと
もにトップ学生のインターンシップ参加が増加，競争が激
しくなっている。）ことがあげられている。

質的な課題としては，①大学・企業ともにインターン
シップとして高い実習効果を得るには１ヶ月以上の期間
が必要という認識が多い（図１）が，８割が２週間以内
である，②就職活動の一環としての認識が根強く，産学
協働教育の有効な一プログラムとしての教育効果（「キャ
リア教育」「専門教育」「教養教育」）や社会的意義につい
ては限定的な認識しかない，③教育効果を目的に実施さ
れているものについても，質の評価の基準やひな型が普
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［１］文部科学省「平成26年度大学等におけるインターンシップ実施状況について」によると，単位認定を行うインターンシップのうち特
定の資格取得に関係しないものの実施校は大学学部551校（73.3％），短期大学136校（39.3％），参加学生数・参加率は大学学部66,125
人（2.6％），短期大学5,848人（2.6％）である。
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及していないため，プログラムとしての設計が不十分な
ものが多く，企画・実施を担える専門人材も不足，④受
入企業にとってのメリットの設計・実現も不十分で，社
会貢献だけでは教育として持続していかない，というこ
とがあげられている。

また，経団連加盟企業の採用選考開始時期は2014年度
卒までは４月開始であったが，2015年度卒は８月，2016
年度卒は６月と２年連続で就職活動スケジュールが変更
となった。それに伴い，「１DAYインターンシップ」など

「インターンシップという名の会社説明会」が増加してい
る。株式会社ディスコの調査によると，2015年度のイン
ターンシップ期間は，１～２�日間（１DAY）が�38.0％と
前年度の19.1％から，倍近くに増えている（図２）。会社
説明会を目的とするインターンシップは，当然ながら参
加した学生を選考で有利にするというケースもある。

３．本学科におけるインターンシップ

採用に繋がったケースが全くないわけではないが，本
学科ではインターンシップを「仕事理解型」の教育とし
て位置付けている。「仕事理解型」とは，働くこととは何
か，自己の適性や志向の理解，業界の理解など基礎的な
キャリア教育を目的としたものである（表１）。学生の実
習目標も，「仕事内容を知る」や「社会人がどのようなも
のか知る」，「自分がもっているスキルが社会で通用する
か確かめる」，「現在の自分に足りない課題を見つける」
といった内容が多い（資料１）。

本学科のインターンシップは夏休み（夏季）あるいは
春休み（春季）に実施し，期間は10日間だが，一部14日
間の「長期インターンシップ」がある。一般的には，長
期インターンシップとは３ヶ月～１年であるが，本学科
では単位認定に必要な実習期間は10日間としており，そ
れより長い実習期間については「長期インターンシップ」
と呼んでいる。

実習の時期をどちらにするかは，学生が希望をエント
リーシートに記載する。どちらを選べばよいのかと質問
をする学生が多いが，これまでの学生アンケートや実習
後の面談の内容から，それぞれ次のようなメリットがあ

ると考えられる。夏季は，①学生生活の早期に自分の課
題に気づく，②学生生活の早期に職業選択の視野を広げ
ることができる，③学生生活の早期に就職活動に向けて
の心構え，準備ができる。春季は①１年間の学修を通じ
成長しているため，自信をもって実習に臨める，②イン
ターンシップ終了後のモチベーションが高い状態で，就
職活動を始めることができる。

学生にはそれぞれの時期のメリットを説明し，希望す
る時期にエントリーシートを提出させる。実習先の企業
の数に限りがあるため，夏季に希望する学生が定員に満
たない場合は定員を満たすために，夏季を希望しなかっ
た学生の中から抽選，多い場合は先着順およびエントリー
シートによる選考を行っている。しかし，期日より遅れ
て提出するなどの不備がある場合を除き，学生はほぼ希
望どおりの時期に履修することができている。

実習先は主に担当教員のコネクションであり，中堅・
中小企業が８割程度，業種，職種は様々である。一部金
融機関においては研修型の実習であるが，それ以外の実
習先においては，可能な限りアルバイトでは経験できな
い業務に携わらせてもらうよう依頼をしている。学生は
エントリーシートで，①事務職，②事務職以外，③どち
らでもよいを選択し，さらに業種等の希望がある場合は
記載する。本人の希望と適性を考慮し，担当教員が実習
先を決定する。学生は，将来就きたい業種・職業を希望
することもあれば，あえて異なる業種・職種を希望する
こともある。

 

データ：厚生労働省 2005 「インターンシップ推進のための調査研究委員会報告書」 
 

 

 

 
	
  

 
データ：ディスコ	
 2014「調査データで見る『インターンシップ最新実施状況』」 
 

 

 
	
  

 

ａ仕事理解型 

【キャリアガイダンスとしての教育効果が期待できる】 

○大学早期（1・2年次）に 「インターンシップの経験」と「内省」の機会を提供すること

は、働くとは何か、自己の適性や志向の理解、業界の理解など基礎的なキャリア教

育に資する。 

○結果、業種・職種・企業規模等を踏まえた応募先の適切な絞り込みにつながる。就

活短期化により、企業の無駄なエネルギーの浪費、学生の無駄な落胆、相互疑心

暗鬼も減少。 

ｂ直接採用型 

【採用活動におけるミスマッチの解消】 

【キャリアガイダンスとしての教育効果も期待できる】 

○現状、一部の新興大企業や外資系企業が、リアリスティックジョブプレビューによる

ミスマッチ解消を目的に実施している。内容によっては教育的効果もある。 

引用：平成 24年度産業経済研究委託事業「産学連携によるインターンシップのあり方に関する調査」 

 

図１　学生が高い実習効果を得るために必要な日数

図２　インターンシップの実施予定期間

表１　教育効果・社会的意義と普及の現状
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４．インターンシップが社会人基礎力に与える
影響の検証

本節では，「社会人基礎力」によるアンケート調査の分
析結果を報告する。「社会人基礎力」とは，経済産業省が
2006年から「職場や地域社会で多様な人々と仕事をして
いくために必要な基礎的な力」として提唱しているもの
であり，「前に踏み出す力」，「考え抜く力」，「チームで働
く力」の３つの能力（12の能力要素）から構成されてい
る（図３）。

アンケート調査は，事前研修の最後と事後研修の最初
の回に実施し，学生に12の要素について自己診断シート
により５段階で自己評価をさせた。このアンケート結果
より，自己評価の順位相関係数（４－１），事前と事後の
自己評価に変化はあるか（４－２），夏季実習生と春季実
習生で自己評価に差があるか（４－３），９月30日時点
での内々定（以下，「内定」という）の状況により自己評
価に差があるか（４－４），実習時期と内定の有無による
自己評価に差があるか（４－５），そしてどのような因子
が内定状況に関わっているか（４－６）について，分析
を試みた。

対象人数：146名（171名中，欠損値がある者を除く）
� � � � � うち� 夏季：74名，春季：72名��
� � � � � うち� ９月30日時点での�内　定：85名�

未内定：61名
実施時期：夏季� �実習前：平成26年７月�

実習後：平成26年９月
� � � � � 春季� �実習前：平成27年１月�

実習後：平成27年４月
検定方法：独立したサンプル　　
� � � � � � Mann-Whitney の U 検定
� � � � � 対応があるサンプル　
� � � � � � Wilcoxon の符号付き順位検定

４－１　自己評価の順位相関係数
社会人基礎力の自己評価について，各項目との関係を

見るために Spearman の順位相関分析を行った（表２）。
その結果，「事前主体性－事前働きかけ力（ρ=.409）」の
項目で，中位の正の相関がみられた。また，「事前働きか
け力－事前創造性（ρ=.379）」「事前傾聴力－事前柔軟
性（ρ=.379）」「事前傾聴力－事後傾聴力（ρ=.379）」

「事前計画力－事前状況把握力（ρ=.371）」「事前柔軟性
－事前状況把握力（ρ=.369）」「事前主体性－事前発信
力（ρ=.364）」，「事前ストレスコントロール－事後スト
レスコントロール（ρ=.344）」など58の項目で低い正の
相関がみられた。

特に事前の自己評価で「主体性」の点数が高い学生は，
事前の「働きかけ力」「実行力」「発信力」「傾聴力」「状
況把握力」，実習後の「主体性」「働きかけ力」「実行力」

「状況把握力」といった他の項目の点数も高いことが分
かった。

４－２　事前と事後の自己評価の差
実習生の自己評価について，事前と事後の自己評価に

差があるのかを比較した（表３）。
中島（2015）の大学生を対象とした研究によると，「社

会人基礎力」の12能力要素のすべてにおいて，実習後の
得点が実習前を0.26点以上上回っており，特に「発信
力」，「実行力」，「課題解決力」で高くなっている。同じ
く大学生を対象とした真鍋（2010）の研究では，「課題
設定型」のほうが優位に伸長していることが判明してい
るものの，「日常業務型」でも社会人基礎力の伸長がみら
れる。

しかし，本学科においては事前と事後の自己評価で，
いずれの項目においても事後の評価のほうが低い傾向に
あり，特に「主体性」（p�<.01），「創造力」（p�<.05）の
２項目においては有意差が認められた。

事後に評価が下がるのは，能力が低くなったわけでは
なく，事前の自己評価が高すぎるため，実習を通じ社会
で求められるレベルが分かったのではないかと推測され
る。

４－３　実習時期の違いによる自己評価の差
実習生の自己評価について，事前と事後において，夏

季実習生と春季実習生で差があるのかを比較した。
まず，夏季実習生と春季実習生では，事前アンケート

においていずれも夏季実習生の平均点が高い傾向にあり，
「主体性」「働きかけ力」「実行力」「課題発見力」「発信
力」「柔軟性」「状況把握力」「ストレスコントロール」（以
上 p�<.01）と「創造力」「規律性」（以上 p�<.05）の10項
目で有意差が認められた。しかし，事後アンケートでは，

 

 

 
引用：経済産業省「社会人基礎力」  

 
 

図３　「社会人基礎力」３つの能力と12の能力要素
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表３　平均値と分散

 

  

表２　Spearman の順位相関係数

 

 

*p<.05,�**p<.01

*p<.05,�**p<.01
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表３　平均値と分散

 

  

表２　Spearman の順位相関係数

 

 

*p<.05,�**p<.01

*p<.05,�**p<.01
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どの項目においても平均点に有意差は認められなかった。
次に，夏季実習生は事前と事後の自己評価では，事後

にいずれも自己評価が低くなる傾向にあり，「主体性」「実
行力」「創造力」「発信力」「傾聴力」（以上 p <.01）と「課
題発見力」「柔軟性」「規律性」「ストレスコントロール」

（以上 p�<.05）の９項目において有意差が認められた。
夏季実習生の事後の自己評価が低くなることの要因と

して，①入学してわずか半年であり，自分ができている
と思っていたことが実習ではできなかった，②積極的な
学生が多く，実習先で社会人をしっかり観察したことで，
社会で求められる社会人基礎力との差を実感した，③真
面目な学生が多く自分に厳しい評価をつけた，というこ
とが考えられる。

一方，春季実習生の事前と事後では，有意差が認めら
れた項目は「状況把握力」（p�<.05）のみであり，事後の
評価が高くなっていた。短期大学での１年間の学修やア
ルバイトを通じ，夏季実習生より成長していると考えら
れるが，春季実習生は夏季実習生に比べ，事前の自己評
価が低く，その理由としては，①アルバイト等を通じて
社会を知っている，②春季実習生は積極的でない学生が
多いため，インターンシップへの取り組みが夏季実習生
より積極的でなく変化がみられない，③自分に自信がな
く，事前の自己評価が低い学生が多い，ということが考
えられる。

４－４　９月末日までの内定者と未内定者の差
経団連のルールでは内定通知は10月１日からとなって

いるが，９月30日時点で内定を獲得している学生と，未
内定の学生で差があるのかを比較した。

９月末時点で内定を獲得していた学生は85名（全体の
58.2％）いた。そのうち夏季実習生38名（夏季実習生の
51.3％），春季実習生47名（春季実習生の65.2％）であ
り，春季実習生のほうが，内定率が高かった。

内定者と未内定者を比較すると，内定者のほうが未内
定者より自己評価が高い傾向にあり，未内定者のほうが
高かったのは事前の「課題発見力」と「柔軟性」だけで
ある。また，事前はいずれの項目でも有意差は認められ
なかったが，事後の「傾聴力」（p�<.05）で内定者の自己
評価が高く有意差が認められた。

内定者と未内定者のそれぞれの事前と事後を比較する
と，内定者で有意差が認められたのは「主体性」（p�<.01）
のみで，事前の評価が高かった。一方，未内定者では，

「課題発見力」（p�<.01）と「傾聴力」（p�<.05）において，
事後の評価が低く有意差が認められた。

４－５　夏季実習生と春季実習生の内定の有無による自
己評価の差
内定を獲得している夏季実習生の，事前と事後の自己

評価では，事後に評価が低くなる傾向にあり，「主体性」
「発信力」（以上 p�<.01）と「計画力」「創造性」「傾聴力」
（以上 p�<.05）の５つの項目で有意差が認められた。内
定を獲得している春季実習生においては，事前と事後で
有意差は認められなかった。

未内定の夏季実習生では，「主体性」「課題発見力」（以
上 p�<.01）と「実行力」「規律性」（以上 p�<.05）の４項
目で事後評価が低く有意差が認められた。未内定者にお
いては，春季実習生の事前と事後で有意差は認められな
かった。

内定者のうち夏季実習生と春季実習生を比較すると，
事前の自己評価においていずれも夏季実習生の自己評価
が高い傾向にあり，「主体性」「働きかけ」「課題発見力」

「発信力」「傾聴力」「状況把握力」「ストレスコントロー
ル」（以上 p�<.01）と「柔軟性」（p�<.05）の８項目で有
意差が認められた。ところが，事後の自己評価で有意差
が認められたのは「働きかけ力」（p�<.01）のみで，夏季
実習生のほうが高かった。

未内定者を夏季実習生と春季実習生でみてみると，事
前の自己評価において夏季実習生の自己評価のほうが高
い傾向にあり，「主体性」「規律性」（以上 p�<.01）と「実
行力」（p�<.05）の３項目で有意差が認められた。事後の
自己評価ではいずれの項目でも有意差は認められなかっ
た。

最後に夏季実習生と春季実習生を内定の有無で比較し
たところ，夏季実習生の内定者は事後に自己評価が低く
なる傾向にあり，「主体性」「発信力」（以上 p�<.01）と

「計画力」「創造力」「傾聴力」（以上 p�<.05）の５項目で
有意差が見られた。また，夏季実習生の未内定者も事後
に自己評価が低くなる傾向にあり，「主体性」「課題発見
力」（以上 p�<.01）と「実行力」「規律性」（以上 p�<.05）
の４項目で有意差が認められた。一方，春季実習生は内
定者，未内定者ともに事前と事後で有意差が認められな
かった。

４－６　因子分析
事前および事後のアンケート結果に基づき，どのよう

な因子が内定状況に関わっているかをみるため，因子分
析（最尤法，プロマックス回転）を行った。固有値１以
上の因子が８つあったが，減衰状況から４因子を採用す
ることにし，因子負荷量が0.35に満たない項目を削除し，
再び最尤法・プロマックス回転を繰り返した。最終的に
は，８つの項目を削除した。因子分析結果を表４に示す。
なお，適合度検定の有意確率は0.196であった。
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第１因子は，事前アンケートの項目で占められている
ことから，まず，実習前の状態を表す因子である。「計画
力」も含まれるものの「柔軟性」「状況把握力」などと
いったチームで働く力に関連した項目が高い因子負荷を
示していることから「実習前の周囲と協調する力」と命
名した。

第２因子も，事前アンケートの項目で占められている
ことから，まず，実習前の状態を表す因子である。「主体
性」「働きかけ力」「創造力」「発信力」が高い因子負荷を
示していることから「実習前の周囲と積極的に関わる力」
と命名した。

第３因子は，事後アンケートの項目で占められている
ことから，まず，実習後の状態を表す因子である。「主体
性」「状況把握力」「傾聴力」「働きかけ力」が高い因子負
荷を示していることから「実習後の周囲の状況を見て動
く力」と命名した。

最後の第４因子も，事後アンケートの項目で占められ
ていることから，まず，実習後の状態を表す因子である。

「課題発見力」「計画力」「規律性」が高い因子負荷を示し
ていることから「実習後の課題解決に取り組む力」と命
名した。

以上のような因子分析結果を踏まえ，下位尺度を構成
した。それぞれの項目を，最も高い負荷量を示す因子を
構成するものとみなすと，「実習前の周囲と協調する力」
の下位尺度は５項目，「実習前の周囲と積極的に関わる
力」の下位尺度は４項目，「実習後の周囲の状況を見て動
く力」の下位尺度は４項目，「実習後の課題解決に取り組
む力」は３項目で構成される。次にα係数を用いて下位

尺度の内部一貫性を検討したところ，「実習前の周囲と協
調する力」は0.670，「実習前の周囲と積極的に関わる力」
は0.658，「実習後の周囲の状況を見て動く力」は0.600，

「実習後の課題解決に取り組む力」は0.536であった。若
干低い値ではあるが，３～５項目で構成されていること，
項目間に相関があることを踏まえ，利用できる内部一貫
性を有していると考えた。そこで，下位尺度ごとにすべ
ての項目を用い，その合計を下位尺度得点とした。各下
位尺度の平均値および標準偏差を表５に示す。表５には，
内定・未内定別に，４つの因子ごとに内定・未内定で下
位尺度得点が異なるか否かについて，ｔ検定による検討
を行った結果もあわせて記載した。

表５にみられるように，すべての項目で有意差はみら
れなかったが，「実習後の周囲の状況を見て動く力」「実
習後の課題解決に取り組む力」については，内定者のほ
うが未内定者より平均値が高く有意差傾向があることが
分かった。

５．まとめ

夏季実習生は事後に社会人基礎力の自己評価が低くな
り，春季実習生は変化がないことが分かった。また内定
者と未内定者では変化がみられないものの，夏季実習生
と春季実習生に分けてみると，同じく夏季実習生は自己
評価が事後に低くなっており，春季実習生は変化がない
ことが分かった。その要因として夏季実習生は，アルバ
イト経験が全くない学生もいる早期の段階での事前アン
ケートであり，自己評価が高い可能性がある。実習を通
じ社会で求められる社会人基礎力のレベルに気づくこと
ができるのも，インターンシップの成果の一つであると
いえよう。

次に，夏季実習生は春季実習生より「主体性」をはじ
めとする10項目で自己評価が高く，積極的な学生が多い
といえる。本学科のインターンシップは必修科目のため，
インターンシップに対し春季実習生にはモチベーション
が高くない学生がいることが影響していると考えられる。
春季実習生は夏季実習生より半年間長く学修をしており，
ほとんどの学生がアルバイトの経験をしているというこ
ともあるが，夏季実習生に比べ，実習に対する取り組み
が消極的であり，実習前後に差がないということが考え
られる。
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 0.953	
 

周囲と積極的に関わる力	
 13.50	
 2.267	
 	
 13.72	
 2.389	
 	
 13.20	
 2.088	
 1.369	
 

実
習
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周囲の状況を見て動く力	
 14.64	
 2.060	
 	
 14.93	
 1.765	
 	
 14.23	
 2.383	
 1.943†	
 

課題解決に取り組む力	
 10.75	
 1.739	
 	
 10.96	
 1.776	
 	
 10.44	
 1.669	
 1.796†	
 

†p＜.10 

表５　下位尺度得点の内定・未内定による比較

 

  

 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

事前柔軟性 0.676 0.058 -0.049 -0.105 

事前状況把握力 0.618 0.214 0.012 -0.095 

事前傾聴力 0.537 0.000 0.112 0.049 

事前計画力 0.388 0.139 -0.046 0.236 

事前規律性 0.384 0.115 -0.308 0.206 

事前主体性 0.059 0.555 0.233 0.021 

事前働きかけ力 0.152 0.549 0.186 -0.103 

事前創造力 0.076 0.507 -0.081 -0.041 

事前発信力 0.021 0.452 0.080 0.093 

事後主体性 -0.286 0.173 0.616 0.120 

事後状況把握力 0.130 0.082 0.504 -0.030 

事後傾聴力 0.384 -0.392 0.485 0.046 

事後働きかけ力 0.051 0.206 0.464 -0.040 

事後課題発見力 -0.089 0.106 0.036 0.693 

事後計画力 -0.043 -0.066 0.026 0.539 

事後規律性 0.230 -0.118 0.027 0.401 

因子間相関 Ⅰ  0.223 0.374 0.212 

            Ⅱ   0.259 0.313 

            Ⅲ    0.194 

 

表４　因子分析結果
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第１因子は，事前アンケートの項目で占められている
ことから，まず，実習前の状態を表す因子である。「計画
力」も含まれるものの「柔軟性」「状況把握力」などと
いったチームで働く力に関連した項目が高い因子負荷を
示していることから「実習前の周囲と協調する力」と命
名した。

第２因子も，事前アンケートの項目で占められている
ことから，まず，実習前の状態を表す因子である。「主体
性」「働きかけ力」「創造力」「発信力」が高い因子負荷を
示していることから「実習前の周囲と積極的に関わる力」
と命名した。

第３因子は，事後アンケートの項目で占められている
ことから，まず，実習後の状態を表す因子である。「主体
性」「状況把握力」「傾聴力」「働きかけ力」が高い因子負
荷を示していることから「実習後の周囲の状況を見て動
く力」と命名した。

最後の第４因子も，事後アンケートの項目で占められ
ていることから，まず，実習後の状態を表す因子である。

「課題発見力」「計画力」「規律性」が高い因子負荷を示し
ていることから「実習後の課題解決に取り組む力」と命
名した。

以上のような因子分析結果を踏まえ，下位尺度を構成
した。それぞれの項目を，最も高い負荷量を示す因子を
構成するものとみなすと，「実習前の周囲と協調する力」
の下位尺度は５項目，「実習前の周囲と積極的に関わる
力」の下位尺度は４項目，「実習後の周囲の状況を見て動
く力」の下位尺度は４項目，「実習後の課題解決に取り組
む力」は３項目で構成される。次にα係数を用いて下位

尺度の内部一貫性を検討したところ，「実習前の周囲と協
調する力」は0.670，「実習前の周囲と積極的に関わる力」
は0.658，「実習後の周囲の状況を見て動く力」は0.600，

「実習後の課題解決に取り組む力」は0.536であった。若
干低い値ではあるが，３～５項目で構成されていること，
項目間に相関があることを踏まえ，利用できる内部一貫
性を有していると考えた。そこで，下位尺度ごとにすべ
ての項目を用い，その合計を下位尺度得点とした。各下
位尺度の平均値および標準偏差を表５に示す。表５には，
内定・未内定別に，４つの因子ごとに内定・未内定で下
位尺度得点が異なるか否かについて，ｔ検定による検討
を行った結果もあわせて記載した。

表５にみられるように，すべての項目で有意差はみら
れなかったが，「実習後の周囲の状況を見て動く力」「実
習後の課題解決に取り組む力」については，内定者のほ
うが未内定者より平均値が高く有意差傾向があることが
分かった。

５．まとめ

夏季実習生は事後に社会人基礎力の自己評価が低くな
り，春季実習生は変化がないことが分かった。また内定
者と未内定者では変化がみられないものの，夏季実習生
と春季実習生に分けてみると，同じく夏季実習生は自己
評価が事後に低くなっており，春季実習生は変化がない
ことが分かった。その要因として夏季実習生は，アルバ
イト経験が全くない学生もいる早期の段階での事前アン
ケートであり，自己評価が高い可能性がある。実習を通
じ社会で求められる社会人基礎力のレベルに気づくこと
ができるのも，インターンシップの成果の一つであると
いえよう。

次に，夏季実習生は春季実習生より「主体性」をはじ
めとする10項目で自己評価が高く，積極的な学生が多い
といえる。本学科のインターンシップは必修科目のため，
インターンシップに対し春季実習生にはモチベーション
が高くない学生がいることが影響していると考えられる。
春季実習生は夏季実習生より半年間長く学修をしており，
ほとんどの学生がアルバイトの経験をしているというこ
ともあるが，夏季実習生に比べ，実習に対する取り組み
が消極的であり，実習前後に差がないということが考え
られる。

 

 
 

	
 	
 全体	
 
	
 

内定	
 	
 未内定	
 
t 値	
 

	
 	
 平均値	
 標準偏差	
 	
 平均値	
 標準偏差	
 	
 平均値	
 標準偏差	
 

実
習
前	
 

周囲と協調する力	
 19.40	
 2.560	
 	
 19.58	
 2.259	
 	
 19.15	
 2.949	
 0.953	
 

周囲と積極的に関わる力	
 13.50	
 2.267	
 	
 13.72	
 2.389	
 	
 13.20	
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 14.64	
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 14.93	
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 14.23	
 2.383	
 1.943†	
 

課題解決に取り組む力	
 10.75	
 1.739	
 	
 10.96	
 1.776	
 	
 10.44	
 1.669	
 1.796†	
 

†p＜.10 

表５　下位尺度得点の内定・未内定による比較

 

  

 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

事前柔軟性 0.676 0.058 -0.049 -0.105 

事前状況把握力 0.618 0.214 0.012 -0.095 

事前傾聴力 0.537 0.000 0.112 0.049 

事前計画力 0.388 0.139 -0.046 0.236 

事前規律性 0.384 0.115 -0.308 0.206 

事前主体性 0.059 0.555 0.233 0.021 

事前働きかけ力 0.152 0.549 0.186 -0.103 

事前創造力 0.076 0.507 -0.081 -0.041 

事前発信力 0.021 0.452 0.080 0.093 

事後主体性 -0.286 0.173 0.616 0.120 

事後状況把握力 0.130 0.082 0.504 -0.030 

事後傾聴力 0.384 -0.392 0.485 0.046 

事後働きかけ力 0.051 0.206 0.464 -0.040 

事後課題発見力 -0.089 0.106 0.036 0.693 

事後計画力 -0.043 -0.066 0.026 0.539 

事後規律性 0.230 -0.118 0.027 0.401 

因子間相関 Ⅰ  0.223 0.374 0.212 

            Ⅱ   0.259 0.313 

            Ⅲ    0.194 

 

表４　因子分析結果
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しかし，春季実習生のほうが早期内定率は高かった。
これはインターンシップ終了後の高いモチベーションで，
就職活動を始めることができたことが影響しているので
あろう。いうまでもなく就職活動は主体的に行動するこ
とが重要となるが，インターンシップを通じ自ら行動し
なくてはいけないことを学び，行動に繋がったと考えら
れる。

また，実習後の調査においては，夏季と春季の自己評
価に差はなくなるため，インターンシップを通じ，社会
人基礎力のレベルがほぼ同じようなレベルになったとも
いえる。

インターンシップが社会人基礎力に与える影響を考え
ると，短期大学生においては入学後間もない夏季にイン
ターンシップを行うことで，より高い効果が期待できる。
ただし，その効果が「社会で求められる社会人基礎力の
レベルに気づく」というだけでは，もったいない。今回
は社会人基礎力についてのアンケート調査の結果であり，
インターンシップは社会人基礎力以外に，職業選択にも
大きく影響していることが考えられる。だが，社会人基
礎力の育成という観点でいえば，実習前に正しい評価を
することができれば，インターンシップを通じ，社会人
基礎力を向上させることが期待できる。

今後，①事前研修等で社会に求められる社会人基礎力
を理解させたうえでアンケートを実施する，②インター
ンシップは学生自身の取り組みによって効果が大きく変
わることをこれまで以上に教育し，特に春季実習生への
実習に対する心構え等の教育を強化する，③目標設定に
ついての指導を強化することで，実習の効果をさらに上
げることが課題である。

また，早期内定者は「実習後の周囲の状況を見て動く
力」「実習後の課題解決に取り組む力」で有意差傾向が見
られた。これらの因子である事後「主体性」「状況把握
力」「傾聴力」「働きかけ力」「課題発見力」「計画力」「事
後規律性」の力を伸ばすことができるようインターンシッ
プに臨ませることも課題である。�
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